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1. はじめに

　前報では東京都心部において大深度地下インフラを
利用した分散型の大容量ＣＧＳプラントを設置する提

案を行い、その効果としてＣＧＳ設備容量削減効果、

プラント人員削減効果、環境保全性効果、バックアッ
プ効果の 4つの効果を定性的に述べた。本報ではその

4つの効果を定量的に評価するための手法とその定量

的評価結果を求めることを目的とする。
2. ＣＧＳ設備容量削減効果

　また、通産省の報告書における豊洲地域の３０万

ｋｗＣＧＳの検討１）を参照し、さらに大丸有地域で

プラント設置スペースを確保することの困難さ考慮
して、各地域のＣＧＳ容量は表３のように設定した。

なお、ＣＧＳ単機容量の最大は１０万ｋｗ、各地域

ＣＧＳ最大設置台数は４台とし各地域のＣＧＳ容量
と設置台数を求めた（表 2）。

表1　地域別CGS容量 （万ｋｗ）

表2　CGS設置台数

3．プラント人員削減効果

　プラントの運転停止方法は月別に地域ごとのＣＧＳ
プラントを停止させる方法とする。そこで各月のピー

ク必要蒸気量（ここでは必要蒸気量に安全率１．１を

　表 3 のＣ

ＧＳ運転停
止地域を基

にプラント

人員削減効
果を検証す

る。比較対

象は前述

表4　プラント人員削減率

STEP1プラント運転停止地域 STEP2プラント運転停止地域
１月 無 無
２月 大丸有 無
３月 築地 無
４月 新宿＆大丸有 新宿＆豊洲
５月 大丸有＆六本木＆築地 赤坂＆築地
６月 大丸有＆築地 築地
７月 六本木 豊洲
８月 大丸有 無
９月 大丸有＆築地 築地
１０月 新宿＆大丸有＆築地 築地＆豊洲
１１月 六本木＆築地 赤坂＆大丸有
１２月 大丸有＆六本木 豊洲

　ＣＧＳ容量の設定方法はまず、エネルギー供給対象
地域全体で必要とするＣＧＳ設備容量の合計を算出

し、それから、各立坑のＣＧＳプラントの設備容量を

求める（表 1）。算出方法は以下の式を用いる。
・全地域のＣＧＳ設備容量（ｋｗ）＝ピーク必要蒸気量×1.1

（安全率）×発電効率／排熱回収効率×二次換算値

・各地域のＣＧＳ設備容量（ｋｗ）＝全地域のＣＧＳ設備容量

×ピーク時における各地域の必要蒸気量の割合

表3　月別プラント運転停止地域

大深度地下で

ネットワーク化

させた ケース
（大深度型）と

大深度を利用せ

ず各地域で自立
したケース（地

域自立型）を比

削減人数、削減率を表 4 にまとめた。地域自立型ＣＧ
Ｓに比べ大深度地下ネットワーク型ＣＧＳはＳＴＥＰ

１では３０．６％、ＳＴＥＰ２では１８．８％人員を

削減することができることがわかった。

人員（人/年）削減人数（人/年）削減率（％）
地域自立型 85 0 0

大深度型STEP1 59 26 30.6

大深度型STEP2 69 16 18.8

較した。ＳＴＥＰ１、ＳＴＥＰ２ともに大深度でネッ

トワークさせることでＣＧＳ容量を５万ｋｗ削減させ
ることができた。

かけた値）を全地域のＣＧＳ排熱回収能力の総量から

差し引き、算出された値を余剰熱量とする。この余剰
熱量よりも排熱回収能力が小さい地域のプラントをＣ

ＧＳ運転停止可能地域とした。月によってＣＧＳ運転

停止可能地域のパターンが生まれるが、その中でもそ
れぞれの地域においてＣＧＳ容量の合計が大きいプラ

ントを優先的に停止させた地域をプラント運転停止地

域とした（表 3）。

4．環境保全性効果

　環境保全性において、大深度でネットワーク化する
ことでの一番の効果はＣＧＳ機器の負荷を高く運転す

ることで機器の総合効率をあげられることにある。ま

ず、ここで地域自立型と大深度型における総合効率を
比較する。ＳＴＥＰ１、ＳＴＥＰ２ともに発電効率が

著しく向上し、全体の総合効率ではＳＴＥＰ１におい

て、地域自立型ＣＧＳより大深度ネットワーク型ＣＧ
Ｓは平均６．０ポイント上昇し、同様にＳＴＥＰ２に

と同様に大深度型と地域自立型とする。また、プラン

ト人員の設定方法は以下の計算式２）を使用する。

保守人員：（３名×４班編成＋１名日動）×稼動プラント数

管理職：所長１名＋総務３名＋技術者３名×稼動プラント数　

ＳＴＥＰ１、
ＳＴＥＰ２

におけるプ

ラント人員

表5　ＳＴＥＰ１　ＣＧＳ効率
おいても３．７ポイント上昇した（表８，９）。

FUJISHIMA Shinpei et al.

大丸有地域六本木地域 新宿地域 築地地域 豊洲地域 合計
大深度型 6.5 11.5 18.5 14.5 30.0 81.0
地域自立型 20.0 12.0 26.5 17.0 10.5 86.0
大深度型 25.0 25.0 27.0 38.0 30.0 145.0
地域自立型 27.5 26.0 41.0 41.0 14.5 150.0

STEP1

STEP2

STEP1 CGS容量
（万ｋｗ）

台数

10.0 1

8.5 1
6.5 1
5.0 1

大丸有地域 6.5 1
10.0 1
4.5 1

豊洲地域 10.0 3

新宿地域

六本木地域

築地地域

STEP2 CGS容量
（万ｋｗ）

台数

10.0 2
7.0 1
10.0 2
5.0 1
10.0 2

5.0 1
10.0 3
8.0 1

豊洲地域 10.0 3

新宿地域

六本木地域

築地地域

大丸有地域

新宿 六本木 大丸有 築地 豊洲
発電効率 27.7 26.6 28.9 25.5 21.6 31.9
排熱回収率 46.9 47.1 46.9 47.2 47.6 47.3
総合効率 74.6 73.6 75.8 72.7 69.2 79.2

大深度型（％）STEP1 CGS効率
地域自立型（％）
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表6　ＳＴＥＰ２　ＣＧＳ効率

　

③大深度型　
　大深度型は地域自立型をベースに大深度地下幹線で

ネットワーク化したものである（図 1）。

　本研究における環境保全性効果は、ＣＯ２削減量、
投入一次エネルギー量削減量（省エネルギー）につい

て評価する。ここで、比較システムの設定を行う。比

較システムには①従来型、②地域自立型、③大深度型
ＣＧＳの３つを比較対象とした。それぞれのシステム

の概要は以下の通りである。

①従来型
　従来型は現在、行われているエネルギー供給システ

ムの一般的な方式として考える。エネルギー供給先は

地冷需要家（地域冷暖房加入建物）、新規需要家（未
加入建物、再開発建物、地域冷暖房加入努力建物）で

あるため、地冷需要家には各地域冷暖房施設が供給し

ている方式で、新規需要家に対して、電力は系統電
力、冷房はＰＡＣ空調、暖房、給湯が都市ガスから供

給されるものとする。

②地域自立型
　地域自立型は従来型のボイラーをＣＧＳに置き換

え、その地域のエネルギー需要量はその地域のＣＧＳ

で賄うものである。ただし、ＣＧＳは熱主電従運転す
るため、不足電力量が発生する。不足電力量が発生し

た場合は系統電力から電力を購入する。

ＣＯ２排出量の削減率はＳＴＥＰ１では、従来型と比

較して地域自立型ＣＧＳの削減率２．６％、削減量は

７．４万ｔ／年、大深度ネットワーク型ＣＧＳの削減
率は１０．４％、削減量は３３．０万ｔ／年であった。

ＳＴＥＰ２では、従来型と比較して地域自立型ＣＧＳ

の削減率１０．４％、削減量は４６．５万ｔ／年、大
深度ネットワーク型ＣＧＳの削減率は１４．０％、削

減量は６２．７万ｔ／年であった。

4.1 ＣＯ２削減効果

減量は７．２

Ｐ Ｊ （ ペ タ
ジュール）／

年、大深度型

の 削 減 率 ２
０．５％、削

減量は１３．

８ＰＪ／年で
あった。ＳＴ

ＥＰ２では、

従来型と比較
して地域自立

型の削減率２

０．４％、削
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図3　CO2排出量削減割合

4.3 バックアップ効果

　ＳＴＥＰ２において、電力需要ピーク時の８月１２
時に大丸有、築地、新宿、六本木のＣＧＳプラントが

停止したと想定した。稼動が可能な豊洲ＣＧＳプラン

トを電主熱従に切り替え、その余剰エネルギーで他の
地域をバックアップした。非常時のため全地域におい

て非常時におけるエネルギー需要量でバックアップ効

果を検証した。非常時のエネルギー需要量は表7３）の
ように平常時に対する割合をかけて算出した。結果、

熱に関しては豊洲余剰分で他地域の需要を１００％

バックアップすることができ、電力に関しては４７％
バックアップできることがわかった（図 4,5）。

4.2 省エネルギー効果

　投入一次エネルギー量の削減率はＳＴＥＰ１では、
従来型と比較して地域自立型の削減率１０．７％、削
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図5　電力バックアップ効果

厚生医療施設 住宅 事務所建築物 商業施設 宿泊施設 娯楽施設 教育文化施設
電気（％） 33.9 48.4 41.2 32.0 0 0 5.7
冷熱（％） 24.1 0 21.5 13.7 0 0 0
温熱（％） 24.5 5.2 19.7 0 0 0 0

図4　熱バックアップ効果

表7　常時に対する非常時エネルギー需要量割合（％）

5．まとめ

　本報の提案により、ＣＧＳ設備容量の５万ｋｗ削
減、プラント人員を最大３０．６％削減、ＣＯ２排出

量を最大で１４％、６２．７万ｔ／年の削減、また投

入一次エネルギー量を最大で２４．２％削減でき、非
常時において、本研究における被害想定のもとで熱は

１００％、電力は４７％エネルギーバックアップでき

ることが分かった。

100％バックアップ可能

47％バックアップ可能
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図2　CO2排出量削減割合

減量は２２．０ＰＪ／年、大深度型の削減率２４．２
％、削減量は２６．３ＰＪ／年であった。

図1　大深度型システム図
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新宿 六本木 大丸有 築地 豊洲

発電効率 29.8 29.8 30.6 28.6 25.0 31.9
排熱回収率 46.8 46.8 47.0 46.3 47.0 47.3

総合効率 76.6 76.6 77.6 75.0 72.0 79.3
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